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研究成果の概要（和文）：本研究はサービス契約に対する法規定を一般理論との関係で検証した。本研究の注目
すべき成果は次の通りである。第一に、任意法規としての中途解除権について、①物や労働力の有効活用を促進
するという観点から根拠づける発想と、②自己利益についての自己コントロールを確保するという発想からの中
途解除権を正当化する観点を導出した。第二に、請負契約の任意解除の際の損害賠償を素材に、利益控除・労働
力転用と損害軽減の考え方との関係について検討し、役務提供契約の場合、代替取引が可能であることが原則と
はならないことなどを指摘した。第三に、消費者契約規制立法となった場合における、実効性・費用便益重視の
傾向を指摘した。

研究成果の概要（英文）：This study researches the regulations of service contract and the general 
contract theories.The main result of this study is following:
First,this study points out the two views of the justification for the free cancellation as a 
default rule.　The one is to promote the active use of property or manpower, the second is to ensure
 the self-control of the own nterests.　Secondly, this study shows that the applicability of the 
rule that the expenses taht could resonably have been earned using the capacity has become available
 should be deducted from the damage is narrow, as a result of researching the damage due to the 
cancellation by the client of service contract.　Thirdly,this study shows taht consumer protection 
regulations,　specially the certain business regulations have a tendency to consider strongly the 
efficiency and the cost-benefit analysis, as a result of researching the regulation of the specific 
service consumer contract. 

研究分野：民事法学

キーワード： サービス契約　中途解除　損害軽減　消費者法

  ２版

平成



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 1990 年代以降、様々なサービスが市場に
おいて提供されるようになり、サービス契約
の重要性が民事法学においても認識されて
いった。関連する重要な論文や学会報告が行
われ、サービス契約に関する日本の民事法学
究は当時から進歩してきたと評価できるが、
いまだ議論は収斂していない状況にあった。
EUにおいても、PELSCやDCFRにおいて、
サービス契約の規律提案がなされていたも
のの、諸外国における関連規定の多様さから、
統一化の困難も示すものとなっていた。この
ような状況にかんがみ、サービス契約法の権
利義務を設計するに際し、各論的な規定と一
般的な法理論との関係、異なる価値・考え方
の調整方法、カテゴリー化の意義という観点
から、基礎理論的な検討を進めたうえで、解
釈論や立法論を説得的な論拠をもって示す
必要があるという問題意識を有するに至っ
た。 
２．研究の目的 
 本研究は、１．に述べた問題意識と課題に
応えるため、次のような各論的トピックを設
定し研究を進めた。 
 第一に、サービス契約締結時に発生する抽
象的報酬債権が、サービス提供者の履行によ
り具体化するという報酬債権のとらえ方が
もたらす法的意義について検討するという
ものである。ノーワークノーペイという考え
方から基礎づけられるこの報酬債権のとら
え方が、1)「財の帰属」「財の有効活用」とい
う観点からみてどのような法的な意義をも
つのか。債権債務概念を含め確認する。 
第二に、受領者の都合によりサービスを提
供できなくなったサービス提供者が損害賠
償債権を取得する場合、履行利益を含む損害
賠償債権からの労働力転用利益を控除でき
るのかという問題を取り上げる。この控除を
基礎づけ得る一般理論として損害軽減義務
が考えられるが、その具体的意味と射程を検
討することが課題となる。 
第三に、サービス受領者の任意契約解除権
を広く採用することの可否を検討する。任意
解除権の論拠として信頼や経済的効率性が
考えられるが、説得的な正当化根拠と射程に
ついて検討することが課題となる。 
最後に、消費者契約やユニバーサルサービ
ス契約といった一定の特徴を備えるサービ
ス契約について、法的規律としても、どのよ
うな特徴がもたらされるのかを検討する。 
以上の具体的なトピックの考察を通じて、
サービス契約法の基礎理論的な研究を進め
ることが目的として設定された。 
３．研究の方法 
 各論的な規定とより一般的な法理論との
関係、異なる価値観の調整原理、カテゴリー
化の意義の明確化という観点を意識しつつ、
サービス契約にかかわる法規定や解釈、これ
を支える価値・考え方を考察するという手法
を用いた。 

 具体的には、第一から第四のトピックにつ
いて、研究年度ごとに、重点的に取り組む課
題をスケジュール化し、検討を進めた。 
調査の方法は、内外の関連学術文献を収集
したうえで、判例学説の検討、比較法研究（海
外調査を含む）、研究会報告や専門知識提供
者との意見交換を行う形を採用した。 
平成 25 年度は、関連する法規定について
債権法改正の審議が進んでいる状況であっ
たため、この動向をフォローするとともに、
任意解除や消費者サービス法のトピックに
かかわる素材として、携帯電話サービス利用
契約の検討を、文献の検討を中心に行った。 
平成 26 年度は、損害軽減の観点と損害賠
償における利益控除に関する検討を進める
とともに、任意解除権と効率性との関係につ
いても検討を進めるため、文献検討を進めつ
つ、マックスプランクの教授にインタビュー
を行うといった海外調査も行い、日本法の特
徴の把握を行った。具体的トピックとして、
与信サービスを中心に検討を進めた。 
平成 27 年度は、文献検討の成果として、
具体的な成果公表を行い、その書籍に対する
書評などの形で、学会からの反応を得た。 
平成 28 年度は、比較法の対象をドイツの
みならずアメリカにも広げ、とくに、損害賠
償と損害軽減との関係について、請負契約の
任意解除権を素材とする検討を進めた。 
平成 29 年度は、消費者サービス契約法や
ユニバーサルサービス契約法の検討に重要
な影響を与える定型約款規律（平成 29 年民
法改正）の導入を受け、専門的知識提供者と
の意見交換を行い、サービスと消費者につい
て、従来の立法審議資料も含めた、文献検討
を行い、成果公表も進めた。 
４．研究成果 
(1) 役務提供契約における報酬債権のとら
え方という問題は、考察を進めてみると、役
務提供契約に限定されず、貸借型も含め妥当
する問題の視点であることがわかった。研究
期間中に、民法（債権関係）改正との関連で、
契約法規範としての拘束レベルと、債権債務
の発生レベルを切り離す研究も公表されて
おり、基本的には、この新たな展開の方向性
の一つに、役務提供契約における報酬債権の
問題も位置付けるべきことになる。抽象的債
権の段階でも、譲渡などの処分の可能性は発
生し、処分可能性などの問題は、将来債権の
一般論の中に位置付けられると整理された。 
(2) 受領者の都合により役務提供ができな
くなるような場合に、役務提供者の損害賠償
について労働力転用利益を控除できるのか、
という問題については、民法 641 条を題材に
従来の学説よりも、踏み込んだ形で、以下の
考察を示すに至った（発表著作：丸山絵美子
「請負契約における注文者の任意解除に伴
う損害賠償―損害賠償の制限ルールに関す
る一考察」参照）。 
①まず、民法 641条は一般には履行利益賠
償を認めるものと言われている。しかし、実



質的な出来高報酬相当の賠償、信頼利益賠償
（費用賠償）の請求が選択され、あるいは損
害として認定されることは妨げられないと
考える。出来高が観念できる場合か、得べか
りし利益が明らかかなどに応じて、このよう
な選択を認めてよいという結論に至った。未
履行部分の得べかりし利益について推定規
定を置くドイツ法は、履行利益賠償の考え方
を貫徹させようとする傾向が強いとも言え
るが、様々な事例に適合する利益率の設定は
本来困難であり、ドイツのような推定規定を
置く方向性をあえて採用する必要はない。 
②次に、民法 641条の損害賠償の算定式に
ついては、1)〔約定報酬－免れた費用〕、2)
〔既支出費用＋契約から稼げたはずの利潤〕、
3)〔既履行割合報酬＋未履行部分の利潤〕が
あり得ることをみたが、算定式も基本的には
選択できてよいと考えた。原則として、契約
で保障された利益を賠償するという観点か
ら報酬額が上限となるとしても、請負人が将
来の関係維持などを狙って報酬を上回る投
資をし、注文者がこれを認識しつつ、あえて
解除の時期を遅らせ、その他の見返りもない
ような事例では、報酬を上回る費用の損害賠
償が認められる可能性はある。 
③代替仕事により取得した利益を控除す
ることについては、挫折した契約と因果関係
のある代替取引分の利益の控除は、損益相殺
の考え方が受け入れられていることを考慮
すれば、採用できると考える。もっとも、請
負契約を含む役務提供契約の場合、財産権移
転型の取引とは異なり、代替取引が可能であ
ることが原則とはならず、そもそも稀な事例
においてのみ、代替仕事による利益控除が肯
定されることになるであろうことには注意
が必要である。ドイツ法の検討では、解約告
知と他の仕事との因果関係が容易には認め
られていなかったことが確認され、アメリカ
法の検討では、請負契約は非排他的取引であ
り、因果関係のある代替取引が原則として生
じないとされていた。 
④③を前提とすると、そもそも注文者の任
意解除と因果関係の肯定できる代替仕事に
よる利益取得を怠るという事態は稀である
ということになるが、注文者の任意解除との
因果関係を肯定できる代替仕事については、
請負人に合理的に要求可能であるにも関わ
らず収益を怠った場合の利益控除を肯定し
てよいのではないか。なぜなら、役務提供契
約のような契約目的の価値が時間の経過に
より失われていく契約類型においては、何も
しないほうが得になる、注文者が代替仕事を
提案してもそれを任意に拒否して減額なし
の賠償を請求できるというのは不合理と考
えられるからである。そして、「合理的に要
求可能」という概念において請負契約の種類
に応じた行為指針を展開することが可能で
あり、要件設定として故意の収益懈怠に限定
する必要はないのではないかと考える。 
⑤日本における運送契約についての言及

やアメリカ法にみられた議論からは、非排他
的取引であり取引高減少を理由に、得べかり
し利益が損害となり、損害軽減を理由とする
減額が行われないような事例についても、大
量・画一的な取引の場合には、損害賠償を低
額化する議論の必要性が示唆されていた。当
事者の属性や取引の目的を考慮して、当該契
約において当該当事者に保障された利益は
どこまでなのかを確定する作業は、実際の裁
判では、明示的にではないにせよ行われ、賠
償額の低額化などに結びついてきたのかも
しれないが、裁判外紛争処理においても有用
な解釈論の展開という観点から、より検討を
深める必要があるように思われた。 
(3) 役務提供契約における任意解除の正当
化については、以下のような新たな視点によ
る根拠づけを展開するに至った（発表著作：
丸山絵美子『中途解除と契約の内容規制』参
照）。 
①任意法規としての中途解除権の正当化
根拠について、解除の自由を広く認め、比較
法的にも類似の規定を確認できるものの、解
除自由の射程が諸外国において異なる委
任・役務提供契約における中途解除規定に着
目した。中途解除権の正当化根拠として、信
頼概念に言及するだけでは、精緻さを欠くと
いう問題意識から、日本法およびドイツ法の
沿革的検討、伝統的学説、共通参照枠草案
（DCFR）、日本の民法（債権関係）改正を契
機に行われた議論状況を参照し、次の正当化
の観点を導出した。ひとつ目は、財産や労働
力の有効活用を促進するという観点から中
途解除権を根拠づける発想である。これは、
被解除者（役務提供者等）に、契約通りの履
行が行われた状態と比較して経済的損失を
与えない内容の効果論（損害賠償請求権の付
与）を基本的には伴う。期間の定めなどを合
意しても、契約の継続自体に被解除者が利益
を有さず、経済的損失が補償されれば足りる
状況にあり、契約の目的物たる財産や労働力
を有効活用できるのは被解除者であるとい
う場合には、中途解除権を排除する合意が行
われない限り、財産や労働力の有効活用を促
進する方向で契約規範が確定されるべく、当
該契約における役務受領者側の中途解除権
が認められるべきことになる。委任・役務提
供契約のほか、継続的消費者契約一般におけ
る消費者の中途解除権としても普遍化の可
能性があるという考察を示した。ふたつ目は、
自己利益についての自己コントロールを確
保するという観点からの中途解除権の正当
化である。法律行為を委託する委任や、寄託
といった契約類型に妥当する。この場合も、
受任者側の不利益は損害賠償によって調整
されるべきであるが、解除権行使への躊躇が
望ましくない契約類型において、不利な時期
の解除ゆえの損害に賠償内容を限定するこ
ともあり得るとした。そして、二つの中途解
除権を正当化する視点は、従来の、民法 651
条に関する裁判例を分析する視点としても



一定の意義を有するとの考察を行った。立法
論としては、被解除者に損失を被らせない内
容の損害賠償を伴う中途解除権が、委任を含
めた多様な役務提供契約の任意規定として
設定される方向が支持されるとした。ただし、
民法の典型契約とは別の視点、解除予測の可
能性を考慮しての損害軽減の観点から、個別
性の強い取引と多数定型取引という類型を
立て、後者において損害賠償の額を抑制する
解釈論・立法論を展開する方向性を示した。 
②強行法規としての中途解除権の可能性
については、特定商取引に関する法律の規制
と関連判例の分析をてがかりに考察を進め
た。強行法規化は、被解除者が契約の継続自
体に利益を有さず（身分保障、生活基盤確保
が問題とならず）、取引特殊的な投資の回収
の必要性もない場合に、解除者の情報劣位の
ため、被解除者に有利な契約内容が形成され
やすい場面で正当化され得るとした。 
③財産や労働力の有効活用を促進すると
いう観点から中途解除権を根拠づける発想
は、委任・役務提供契約にとどまらない射程
を有することを、有期固定金利の信用供与契
約を取り上げることによって示した。ドイツ
の関連法規定の変遷、判例、学説、DCFR の検
討から、典型的な与信に着目すれば、借主が
当該資金を要さなくなった場合、残与信期間
これを有効活用できるのは貸主であり、貸主
は貸付金を借主にとどめること自体に利益
を有するわけではなく、期限前弁済権が任意
法規として設定されるべきことを示した。そ
して、期限前弁済損害金については、①個別
案件性が強い長期固定金利与信では、履行利
益賠償を原則とするものの、②多数顧客向け
の中・短期の固定金利与信では、マス取引全
体の中で期限前弁済割合の予測が可能であ
り、賠償額を低額化する解釈論が考えられる
とした。 
(4) 一般的な役務提供法との関係で、消費
者役務提供法はどのような特徴を有するの
かについては以下の考察を行った（発表予定
論文：丸山絵美子「業法中の民事ルールの
意義と消費者契約法・民法― 特定継続的
役務規制を題材に――」参照）。 
①特定継続的役務提供規制にみる業法中
の民事ルール展開の特徴として、まず、規制
導入や拡大を後押しするのは、消費者の苦
情・相談の増加である。これは数的な多さも
勿論であるが、高額性など被害の重大さも指
摘される。特定継続的役務提供への規制導入
に際しては、対象取引を行う業種の所管行政
庁による委員会設置による調査検討のほか、
長年にわたる国民生活センターの調査や
PIO-NET 情報等の分析、日弁連の消費者問題
対策委員化の活動も問題状況の認識に大き
な役割を果たした。指定役務が追加されると
きも、基本的には、PIO-NET 情報における消
費者の苦情・相談件数の増加が根拠とされて
いる。規制の結果に関しては、新たな規制拡
大時に、一定の評価分析は行われている。し

かし、特商法規制対象の取引について苦情相
談数が増加し、あるいは一定数が維持される
原因が、規制の欠缺にあるのか、それとも法
執行・法遵守の不徹底や法内容の教示不足に
あるのかは、筆者が探索できた範囲の資料デ
ータ自体からはみえにくい状況となってい
た。次に、特商法における民事ルールの形成
の仕方の特徴としては、研究者や実務家によ
る民法等の解釈論による解決提案が先行し
ている中で、「実効性」のある解決と「過剰
規制の回避」が念頭に置かれる。ここでの「実
効性」とは、事業者に明確なルールが示され
ることで、事業者はルールを遵守しやすくな
り、消費者相談や話し合いによる解決が容易
となり、悪質なケースでは所轄行政庁による
法執行により目的達成ができるということ
である。行政規制や罰則の対象ともなるとい
うことから、最小限の範囲での規制が志向さ
れ、また、民事ルールの導入にあたっては自
主規制や行為規制ではなく不足である理由
が説明されることになる。このようなコンセ
プトの下、継続的役務提供規制も、当初は 4
業種についてのみを対象とし、役務の追加指
定は、同種の問題を生じる継続的役務の特徴
をもつからという理由だけでは難しく、苦情
相談の増加があってはじめて指定役務に追
加されている。特定継続的役務規制の目玉で
あった違約金上限規制を伴う強行規定とし
ての中途解除権は、その額の算定が明確とな
るよう一律の額や計算式が採用される。この
中途解約権と民法原理との関係については
所管行政庁による明確な説明は確認できな
いところであるが、情報の非対称性や役務の
効果・目的実現性の不確実性からトラブルが
生じていることを理由としており、中田裕康
の提唱した「不確実性の均衡論」（正義基準
による契約自由への介入）と共通する発想が
伺われ、民法原理との接合は一定の範囲では
意識されているのではないかと考える。もっ
とも、すでに指摘したとおり、一律的な強行
法規化と上限額規制は、個々の取引の個別消
費者の保護というよりは、特定継続的役務提
供契約を締結した消費者層に過少過剰を伴
う包括的一律的な保護を与えていると評価
することができると考えた。そして、特商法
の民事ルールは、裁判官による解釈の余地が
狭い形で形成されることが多く、裁判官も立
法趣旨に拘束され、類推や拡張解釈は控えら
れる傾向となるものと考えられる。 
このような特商法の民事ルールについて
検討を要するように思われるのは、私法的な
正当化の観点からは適用範囲が限定されて
いると評価し得る民事ルールの展開は「等し
きものは等しく」という観点からすれば問題
があるようにも思われ、また、民法の特別法
ではあるものの、民法原理との接合が「間接
的」となることをいかに評価すべきかである。 
 ②消費者契約私法も市場を前提とし、民法
を一般法と位置づける以上は、出発点は、自
由と競争にある。そのうえで、情報・交渉力



格差のみならず、自然人としての消費者の判
断力の弱さ、経済力の弱さ、認知行動の傾向
（消費者の不合理性・脆弱性）にも着目する
形で、事業者との格差是正のための強行規定
が導入されているものと考えらえる。ただし、
規制の導入時には、実効性および取引費用増
大への配慮を行う結果、適用範囲を狭め、か
つ客観的に判断できるような要件設定が行
われる。この傾向は業法中の民事ルールにみ
られたものだが、近年、消費者契約法もこれ
に接近する傾向にあると評価した。上述の格
差に着目した消費者契約私法の展開は、市場
に対する正義性基準による介入のうち、適格
付与市場による市場的決定の修正を行うも
のとして、積極的に評価することができると
考える。市場に参加する当事者の能力に格差
があるところで、その格差を是正する措置を
投入するものである。では、要件の具体化・
客観化・適用範囲の絞り込みはなぜ行われる
か。すべての取引についてきめ細かい格差是
正を行うことには、費用がかかりすぎる。そ
こで、問題の多い取引や被害が重大な取引類
型に、そこをターゲットとする明確な是正策
を投入し、その他の取引については、個別の
ハードケースに民法が、その中間に個別の消
費者に着目する個別性を維持し消費者契約
全般を射程とする本来構想されていた消費
者契約法のルールが対応する構造となって
いたのではなかろうか。中間に位置付けられ
た消費者契約法は、実効性やコスト面での問
題を抱えることから、近年、業法への接近が
みられるものと考える。特定継続的役務規制
を題材に抽出した消費者私法ルールの形成
がこのような特徴を有するものであったと
して、その是非の検討は残された課題となっ
た。研究成果の一部である『中途解除と契約
の内容規制』は、書評に取り上げられ（民法
学のあゆみ・法律時報 88巻 4号 104 頁）、第
3回津谷消費者法学術賞を受賞した。 
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